




















※　表中の間接経費は、国立学校特別会計における受入見込額（予算額）を示しており、科研費を含む
　競争的研究資金の一部である。

国立大学の基盤的経費と競争的研究資金の推移
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大学共同利用機関法人・附置研究所等

国立大学法人の収支構造（イメージ）

（大学共同利用機関法人を含む93法人）

【平成１７年度予算案ベース】

（収 入） （支 出）

特 別 教 育 研 究 経 費授 業 料 等

３，５６７億円

（３，４８１億円）

雑 収 入

教 育 研 究 経 費 等

１３，３３６億円

（１３，３８７億円）

運 営 費 交 付 金

１２，３１７億円

（１２，４１５億円）

退 職 手 当 ･ 特 殊 要 因

（病院診療関係相当分）

病 院 関 係 経 費

６，５６０億円

（６，５４１億円）病 院 収 入

６，０６１億円

（５，９５７億円）

２２，０６５億円
事 業 費

（２１，９７４億円）

※（ ）書きは、前年度額である。

786億円
（741億円）

1,383億円
（1,305億円）

120億円
（121億円）

うち,経営改善分

92億円

うち,効率化減

△97億円



１．大学共同利用機関法人とは

学術研究のダイナミックで総合的な発展を目指し、大学共同利用機関の特性と実績を

活かして、大学研究者等との共同研究をさらに発展させるとともに、大学附置研究所等

との連携を強化することを目的として、国立大学法人法に基づき、平成１６年４月に既

存の１６の大学共同利用機関を４つの機構（人間文化研究機構、自然科学研究機構、高

エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構）に再編し、設置。

（参考）大学共同利用機関法人の主な業務（国立大学法人法から抜粋）

第２９条第１項第１号 大学共同利用機関を設置し、これを運営すること。

２．大学共同利用機関とは

特定分野の研究を行うことを目的とする研究所は、従来、特定大学に附置する形で設

置されてきたが、学術研究の発展に伴い、個々の大学の枠を超え、全国の大学から研究

者が集って、大規模な施設設備等を共同で利用し、効果的な共同研究を進める組織が求

められるようになった。そのため、昭和４６年に初めて、特定大学に附置しない大学の

共同利用の機関として、高エネルギー物理学研究所（平成９年に高エネルギー加速器研

究機構に改組）が設置され、以後、種々の学術分野の要請に基づき、順次拡大され、各

々の分野において高度な学術研究を進める我が国の中核的な研究拠点として発展してき

た。

３．大学共同利用機関の特徴

○学術研究の推進

研究者の自由な発想を源泉とする学術研究を推進。

○大学の研究者にとっての中核的な研究拠点

学術研究の拠点として、大規模な施設設備等を国内外の大学等の多数の研究者が共

同で利用することにより、効果的な共同研究を実施。当該分野の国際的な研究ネット

ワークの中心として広く開かれた組織。

○大学の人材養成と一体となった研究

大学院学生の受入れを行うなど、研究と教育を一体的に実施し、人材養成に貢献。

○研究者の自主性・自律性を基本とした管理運営

大学と同様に、研究者の自主性・自立性を基本とした管理運営を保障した仕組み。

○国立大学法人と同様の制度上の位置付け

国立大学法人と同様、国立大学法人法に基づき設置され、予算・会計制度も国立大

学法人会計基準等に依拠。

大学共同利用機関法人について



大 学 共 同 利 用 機 関 法 人 一 覧

◎大学共同利用機関法人人間文化研究機構

＜研究分野＞人間の文化活動並びに人間と社会及び自然との関係に関する研究

設 置
機 関 名 所在地 研 究 目 的

年 度

千 葉 県 我が国の歴史資料、考古資料及び民俗資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに歴史学、
国立歴史民俗博物館 昭５６

佐 倉 市 考古学及び民俗学に関する調査研究

※東 京 都
国文 学研 究資 料館 昭４７ 国文学に関する文献その他の資料の調査研究、収集、整理及び保存

品 川 区

国 際 日 本 文 化 京 都 府
昭６２ 日本文化に関する国際的及び学際的な総合研究並びに世界の日本研究者に対する研究協力

研 究 セ ン タ ー 京 都 市

京 都 府
総合地球環境学研究所 平１３ 地球環境学に関する総合研究

京 都 市

大 阪 府
国立 民族 学博 物館 昭４９ 世界の諸民族に関する資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに民族学に関する調査研究

吹 田 市

◎大学共同利用機関法人自然科学研究機構

＜研究分野＞天文学、物質科学、エネルギー科学、生命科学その他の自然科学に関する研究

設 置
機 関 名 所在地 研 究 目 的

年 度

※東 京 都 天文学及びこれに関連する分野の研究、天象観測並びに暦書編製、中央標準時の決定及び
国 立 天 文 台 昭６３

三 鷹 市 現示並びに時計の検定に関する事務

岐 阜 県
核融 合科 学研 究所 平 元 核融合科学に関する総合研究

土 岐 市

基礎 生物 学研 究所 昭５２ 基礎生物学に関する総合研究

岡 崎 市
生 理 学 研 究 所 昭５２ 生理学に関する総合研究

愛 知 県

分 子 科 学 研 究 所 昭５０ 分子の構造、機能等に関する実験的研究及びこれに関連する理論的研究

◎大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構

＜研究分野＞高エネルギー加速器による素粒子、原子核並びに物質の構造及び機能に関する研究並びに高エネルギー加速器の性能の向上を図る

ための研究

設 置
機 関 名 所在地 研 究 目 的

年 度

高エネルギー加速器による素粒子及び原子核に関する実験的研究並びにこれに関連する理
素粒子原子核研究所 平 ９

※茨 城 県 論的研究

つくば市 高エネルギー加速器による物質の構造及び機能に関する実験的研究並びにこれに関連する
物質構造科学研究所 平 ９

理論的研究

◎大学共同利用機関法人情報・システム研究機構

＜研究分野＞情報に関する科学の総合研究並びに当該研究を活用した自然科学及び社会における研究諸現象等の体系的な解明に関する研究

設 置
機 関 名 所在地 研 究 目 的

年 度

※東 京 都
国 立 極 地 研 究 所 昭４８ 極地に関する科学の総合研究及び極地観測

板 橋 区

東 京 都 昭６１
国立 情報 学研 究所 平12 情報学に関する総合研究並びに学術情報の流通のための先端的な基盤の開発及び整備

千代田区 改組

東 京 都
統 計 数 理 研 究 所 昭６０ 統計に関する数理及びその応用の研究

港 区

静 岡 県
国立 遺伝 学研 究所 昭５９ 遺伝学に関する総合研究

三 島 市

（注）１．法人名・研究分野は国立大学法人法第５条、機関名・研究目的は国立大学法人法施行規則第１条の規定に基づく。

２．※は国立大学法人法第５条に基づく法人の主たる事務所の所在地を示す。

３．機構の設置年度は平成１６年４月１日。



国立大学法人法による４つの大学共同利用機関法人【平成１６年度】

従来の大学共同利用機関（１８研究所）【平成１５年度】

国文学研究資料館

国立歴史民俗博物館

国立民族学博物館

国際日本文化研究センター

総合地球環境学研究所

国立情報学研究所

統計数理研究所

国立極地研究所

国立遺伝学研究所

国立天文台

核融合科学研究所

人間文化研究機構 自然科学研究機構

情報・システム研究機構

　法人化のメリットを最大限に活
　用し、既存の研究所について、
　柔軟に見直すことが可能

　共通事務の一括処理等により、
　研究遂行を支援する事務処理、
　技術支援体制の効率化、強化

　各機構における共同研究等を
　通じ、時代が要請する新たな
　学問分野創出への戦略的な取組

①新規分野の創出 ②既存組織の見直し ③事務処理体制等の効率化

法
人
化
を
契
機
に
再
編

再
編
の
狙
い

大学共同利用機関における新規分野の開拓、研究遂行の効率化により、大
学セクター全体の新規分野への取組が円滑化

既存の学問分野によらず、将来の発展を見越した再編

大学共同利用機関の再編について

素粒子原子核研究所

物質構造科学研究所

現：高エネルギー加速器研究機構

基礎生物学研究所

生理学研究所

分子科学研究所
現：岡崎国立
共同研究機構

独立行政法人
宇宙航空研究開発機構

宇宙科学研究所

独立行政法人
航空宇宙技術研究所

特殊法人
宇宙開発事業団

メディア教育開発センター

宇宙開発の技術基盤
強化の観点から統合

高エネルギー加速器
研究機構

独立行政法人
メディア教育開発センター

２つの独立行政法人

大学等における多様な
メディアの教育利用を促進
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